
目　　次

　iii

目　　次

はしがき

Ⅰ　EU環境法の構造

第 １章　EU環境法の発展　　 2

１ 　はじめに 2

２ 　第 １ 段階：１97２年のパリサミットまで  2
３ 　第 ２ 段階：パリサミットから単一欧州議定書まで 3
４ 　第 ３ 段階：単一欧州議定書からマーストリヒト条約まで 5
５ 　第 ４ 段階：マーストリヒト条約からリスボン条約まで  7
6 　第 ５ 段階：リスボン条約発効以降  8

第 ２章　環境に関する措置のための法的枠組　　 9

１ 　権　　限  9
権限の種類　　権限に関する三原則

２ 　環境関連条文  14
EU条約前文， ３ 条および21条　　EU運営条約 ４ 条　　EU運営条約11条　　
EU運営条約1３条　　EU運営条約11４条および115条　　EU運営条約191条，
192条および19３条　　EU運営条約19４条　　EU運営条約３52条　　EU基本権
憲章３7条

３ 　環境に関する権限  17
EU運営条約192条 1 項および 2 項　　EU運営条約11４条および115条　　EU
運営条約３52条　　その他の法的根拠条文

４ 　環境政策の目的  22
目的の発展　　EU運営条約191条 1 項の目的

５ 　環境行動計画  24

第 ３章　環境に関する原則　　26

１ 　持続可能な発展  26
２ 　高水準の保護の原則  27



iv

３ 　環境に関する ４ 原則   28
予防原則　　未然防止原則（予防措置がとられるべきという原則）　　根源是
正優先の原則　　汚染者負担の原則

４ 　環境統合原則   38
環境統合原則とは　　環境統合原則条文の発展　　環境統合原則の法的意味　　
A green oath: ‘do no harm‘

５ 　保護強化条項   42

第 ４章　環境法の策定および実施　　44

１ 　環境政策の措置の採択にかかわる機関および意思決定手続   44
措置の採択にかかわる機関　　意思決定手続

２ 　措 置 等   48
緑書・白書・COM文書　　措置の種類　　EU法行為の公布　　委任行為と
実施行為　　実施行為とコミトロジー手続　　実施行為とコミトロジー手続
を定める規定の具体例

３ 　環境政策の策定および実施にかかわる下部機関   55
下部機関とは　　欧州環境機関　　化学物質庁　　欧州食品安全機関　　EU
エネルギー規制者の協力のための機関

第 ５章　EU環境法の解釈と適用の確保　　59

１ 　EU司法裁判所   59
２ 　条約違反手続と判決履行義務違反手続   60

EU運営条約258条の条約違反手続　　EU運営条約259条の条約違反手続　　
EU運営条約260条 2 項の判決履行違反手続　　EU運営条約260条 ３ 項の指令
のための特別条約違反手続　　罰　金　　判決履行違反手続に関する具体的
判例

３ 　先決裁定手続（EU運営条約２67条）   69
先決裁定手続とは　　先決裁定手続の対象　　先決裁定手続を求める国内裁
判所　　先決裁定手続の流れ　　環境措置と先決裁定手続

４ 　合法性審査・取消訴訟   71
合法性審査・取消訴訟とは　　合法性審査・取消訴訟の対象（EU運営条約
26３条 1 項）　　提訴理由（EU運営条約26３条 2 項）　　提訴権者　　自然人ま
たは法人の原告適格　　合法性審査・取消訴訟と先決裁定手続の関係



目　　次

　v

第 ６章　EU措置による環境保護強化　　76

１ 　環境損害責任指令   76
概　観　　適用範囲　　事業者の義務　　指令の国内法化・実施　　フィー
ドバック

２ 　環境刑罰立法と措置の中の刑罰規定   84
環境刑罰立法指令　　環境刑罰立法要請を含むEU環境法

３ 　環境保護措置と企業   86
産業排出物指令2010/75（新IPPC指令）　　EU環境監査管理制度規則（EMAS
規則）　　エコラベル規則　　危険な物質にかかわる重大災害ハザードの管理

（SevesoⅢ）指令　　CSR

第 ７章　環境分野における市民・環境保護団体の参加　　92

１ 　市民・環境保護団体の参加   92
条約における市民参加の保障　　オーフス条約とEU

２ 　情報アクセス   94
情報アクセスに関するEUの措置　　情報アクセスに関する判例

３ 　公衆との協議および意思決定への参加   97
環境にかかわる計画およびプログラムの作成に関する市民参加指令200３/３5　　
環境影響評価指令　　戦略的環境アセスメント指令2001/４2　　その他の措置
における公衆との協議・参加

４ 　司法アクセス   106
EU機関　　EU機関と構成国　　情報アクセスおよび意思決定への参加の確
保のための司法アクセス　　EU措置による司法アクセスの確保　　判例によ
る司法アクセスの確保

第 ８章　EU環境法と構成国　　115

１ 　EU環境法と構成国の義務   115
EU法の優位　　EU法の実施　　適合解釈と国内法不適用の義務

２ 　EU環境法と国内環境法   117
EU環境法と国内環境法との関係　　ドイツ　　フランス



vi

Ⅱ　個別分野の環境法

第 ９章　気候変動　　132

１ 　気候変動問題   132
２ 　EUにおける気候変動の位置づけ   134
３ 　EU排出枠取引制度指令２00３/87   136

EU排出枠取引制度（EU-ETS）指令200３/87とは　　EU排出枠取引制度
（EU-ETS）指令200３/87の段階（フェーズ），問題点と改正

４ 　EUにおける気候変動に対する取り組み   144

第１0章　自然生息地および動植物種保護　　146

１ 　全　　般   146
２ 　野鳥の保全に関する指令２009/１４7   146

野鳥の保全指令2009/1４7とは　　野鳥の保全指令に関する判例

３ 　生息地指令9２/４３   150
生息地指令92/４３とは　　生息地指令92/４３にかかわる判例

４ 　その他の自然・動植物保護に関する措置   157
貿易規制による野生動植物種の保護に関する規則３３8/97　　生物多様性条約
と関連議定書　　動物園にいる野生動物の維持に関する指令1999/22　　外来
種に関する規則11４３/201４　　移動性野生動物の保護に関するボン条約（198３
年）

第１１章　動物福祉　　161

１ 　動物種の保護と動物福祉   161
２ 　動物福祉の考え方の発展   162
３ 　EUの動物福祉措置の発展   162

畜殺における動物の保護　　農業の目的のために飼われる動物の保護　　個
別の動物の保護　　運輸時における動物の保護

４ 　動物福祉配慮原則   166
動物福祉配慮原則の確立　　動物福祉配慮原則の意義と位置づけ

５ 　動物福祉に関する判例   169
6 　EU戦略等   173



目　　次

　vii

7 　EUにおける化粧品に関する動物実験禁止の発達   175
8 　EUにおける動物実験保護の発展   178
9 　アザラシ毛皮製品取引禁止   179

第１２章　化学物質および遺伝子組み換え　　182

１ 　化学物質規制   182
化学物質の分類，包装およびラベルに関する措置　　REACH規則　　その他
の関連する措置

２ 　遺伝子組み換え組織体（GMO）   188
GMOの意図的環境放出に関する指令　　遺伝子組み換え食物および飼料に関
する規則1829/200３　　GMOのトレーサビリティと表示ならびにGMOから生
産された食品および飼料製品のトレーサビリティに関する規則18３0/200３　　
GMOの国境を越える移動に関する規則19４6/200３　　GMOに関する判例

第１３章　水　　199

１ 　水枠組指令２000/60   199
２ 　水に関連する措置   203

人間の消費を意図した水の質に関する（飲料水）指令　　水浴水指令　　農
業源からの硝酸塩によって引き起こされる汚染に対する水の保護に関する指
令91/676　　都市の廃水の処理に関する指令91/271　　その他の措置　　EU
が締結した条約

第１４章　大　　気　　210

１ 　大気質にかかわる措置   210
発　展　　砒素，カドミウム，水銀，ニッケル，多環芳香炭化水素に関係す
る指令200４/107　　大気質指令2008/50　　すべての人にクリーンな大気

２ 　自 動 車   217
規制の開始　　ガソリンおよびディーゼル燃料の質に関する指令98/70　　自
動車排ガス規制　　自動車の承認および市場監視に関する規則2018/858　　
新乗用車および新軽商業車に対するCO2 排出基準を設定する規則2019/6３1

第１５章　廃 棄 物　　223

１ 　廃棄物とは   223
２ 　廃棄物枠組指令２008/98   224

発　展　　廃棄物枠組指令2008/98　　廃棄物指令2006/12および廃棄物枠組



viii

指令2008/98に関する判例

３ 　廃棄物にかかわる個別措置   228
包装および包装廃棄物に関する指令9４/62　　使い捨てプラスチック製品規制
指令2019/90４　　廃電気電子機器（WEEE）指令と有害物質使用制限（RoHS）
指令　　廃棄物の埋め立てに関する指令1999/３1　　バッテリーと蓄電池に関
する指令2006/66　　PCB/PCTの処理に関する指令96/50　　下水汚泥に関
する指令86/278　　廃車に関する指令2000/5３　　アスベストによる環境汚染
の防止と削減に関する指令87/217　　使用済燃料および放射性廃棄物の管理

４ 　循環経済   239

Ⅲ　エネルギー法

第１６章　EUエネルギー政策法の土台　　242

１ 　リスボン条約以前のエネルギー関連措置のための法的根拠条文   242
全　般　　EC条約95条（現EU運営条約11４条）　　EC条約175条（現EU運営
条約192条）　　その他の法的根拠条文

２ 　リスボン条約によるあらたなエネルギーのための個別的権限   247
エネルギー分野の権限の性質　　EU運営条約19４条の条文　　EU運営条約
19４条の構成　　エネルギー政策における連帯　　EU運営条約19４条 2 項 2 段　　
既存の条文との関係　　EU運営条約19４条の意義

３ 　EURATOM（欧州原子力共同体）   255
EURATOMとは　　EU原子力エネルギー政策の転換　　原子力施設の安全

第１７章　エネルギー政策とエネルギー域内市場　　262

１ 　EUのエネルギー政策   262
エネルギー同盟　　欧州市民のためのクリーンエネルギー　　エネルギーシ
ステム統合と水素のためのEU戦略　　環境政策との関係

２ 　エネルギー域内市場   265
第 ３ 次エネルギーパッケージ　　電力自由化指令　　第 ３ 次ガス自由化指令
2009/7３

第１８章　エネルギー分野の具体的措置　　275

１ 　エネルギー同盟および気候行動のガバナンス規則２0１8/１999   275



目　　次

　ix

２ 　再生可能エネルギー促進指令   276
再生可能エネルギー促進指令2009/28　　再生可能エネルギー指令2018/2001　　
再生可能エネルギーとドイツ

３ 　エネルギー効率指令   281
エネルギー効率指令2012/27　　建物のエネルギーパフォーマンスに関する指
令2010/３1

４ 　エコデザイン指令とラベリング規則   282
エコデザイン指令2009/125　　エネルギー・ラベリングの枠組を設定する規
則2017/1３69

５ 　電力部門におけるリスク準備に関する規則２0１9/9４１   284
6 　エネルギー製品および電気への課税に対する共同体枠組を
　　再構築する理事会指令２00３/96   284

主要参考文献
【付録（資料の読み方）】EU措置の例
【付録（資料の読み方）】EU判例の例
事項索引
判例索引
EU措置・COM文書索引




